
重 要 事 項 説 明 書  
 
１ 事業の目的及び運営方針 
（１）事業の目的 
    指定通所介護・指定第１号通所事業（以下「指定通所介護等」という。）は、介護保険法

令に従い、要介護者，要支援者及び事業対象者（以下「要介護者等」という。）に対して、
適正な指定通所介護等を提供することを目的とします。 

（２）運営方針 
    要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ、自立した日常生活が営むこ

とができるよう、排泄・食事の介護その他の必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行いま
す。 

    事業の実施にあたっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携
を図り、総合的なサービスの提供に努めます。 

 
２ 職員の職種、人数及び職務内容 

職  種 人数 職  務  内  容 

管理者 1名以上 事業所を監督し、事業内容を一元的に統括する 

生活相談員 1名以上 相談への対応、利用計画及び日課プログラム調整 

介護職員 3名以上 日常生活の支援、送迎等の支援 

機能訓練指導員 1名以上 日常生活の機能訓練 

看護職員 1名以上 健康管理及び保健衛生 

 
３ 営業日及び営業時間 
（１）営業日は、１単位は、月曜日から水曜日、金曜日から土曜日までとする。祝祭日は営業し

ます。(但し、12月 30日から 1月 3日までを除く) 
（２）営業時間は、8 時 30分から 17時 30分までとする。(送迎時間を除く通常のサービス提供

時間は、【通所介護サービス及び指定第１号通所事業（国基準・市町村基準 一体型】 
１単位 9時 30分から 16時 30分の間とする) 

 
４ 利用定員  【通所介護サービス及び指定第１号通所事業（国基準・市町村基準 一体型】 

1単位 30人（月曜日から水曜日、金曜日から土曜日） 
       
５ 指定通所介護等の提供方法 
（１）居宅サービス計画，介護予防サービス計画及び介護予防ケアマネジメント（以下「居宅サ
ービス計画等」という。）に基づき、利用者の心身の状態、サービス希望及び置かれている環
境を踏まえて、具体的なサービス内容等を記載した通所介護計画及び第１号通所事業計画（以
下「通所介護計画等」という。）を作成します。その通所介護計画等の内容を、利用者又はそ
の家族に説明を行い、了解の上でサービスを開始します。 

（２）指定通所介護等の提供にあたっては、利用者の機能訓練及び日常生活を営むことができる
よう必要な援助を行うことに努めます。また、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術を持
ってサービスの提供を行います。 

（３）常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練、その他
のサービスを利用者の希望に沿って適切に提供するとともに、特に認知症の状態にある要介
護者等に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供を行います。 

 
６ 指定通所介護等のサービス概要 
（１）食事は、必要な栄養量の確保されたものを委託業者より配食を受けて提供します。 
（２）健康チェックにより、身体の状況等の把握に務め、健康維持管理に最善を尽くします。 
（３）送迎は、常に安全運転を心掛けて行います。 
（４）機能訓練は、利用者の心身などの状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復、
またはその減退を防止するための訓練を行います。 

（５）レクリエーションは、教養及び機能訓練を兼ねたものを行い、利用者の生活の意欲向上に



努めます。 
（６）入浴サービス 
 
７ 通常の事業の実施区域  

日立市鮎川町・石名坂町・大久保町・大沼町・大みか町・大和田町・金沢町・河原子町・神
田町・下土木内町・多賀町・台原町・留町・中丸町・塙山町・東大沼町・東多賀町・みかの
原町・水木町・みなと町・南高野町・茂宮町・森山町、那珂郡東海村、常陸太田市新宿町・
栗原町・磯部町・稲木町・内田町・大平町・大森町・岡田町・小沢町・落合町・小目町・堅
磐町・金井町・上土木内町・亀作町・木崎一町・木崎二町・寿町・栄町・沢目町・三才町・
中城町・西一町・西二町・西三町・西宮町・幡町・塙町・東一町・東三町・東二町・宮本町・
真弓町、那珂市本米崎・額田、ひたちなか市稲田・佐和・足崎とする。 

 
８ 利用料及びその他の費用 
（１）サービス利用料 
    指定通所介護等の利用料は、サービス提供により、利用者の要介護認定等の区分に応じた

料金(以下参照)となります。９割，８割又は７割は介護給付等から賄われ、１割，２割又は
３割が自己負担となります。利用者の負担割合証に記載された割合分の金額をお支払いた
だきます。 

 
【サービス利用単位】 
３時間以上４時間未満 

 

 
 
 
7時間以上８時間未満 

 
 
 
 
 
 

※退院時など集中した支援が必要な時など（要申請） 
 
【加算単位】              

（事業対象者・要支援・要介護共通）         （要介護） 

 

 
 
 

（令和 6年 6月現在） 
 

要支援 1・事業対象者 要支援 2・事業対象者※ 算定単位 実施地域 

436単位 447単位 １日につき 東海村 

1798単位 3621単位 １月につき 日立市 

1317単位 2701単位 １月につき 常陸太田市 

1798単位 3621単位 １月につき 那珂市 

1798単位 
3621単位 

（週１回程度 1998 単位） 
１月につき ひたちなか市 

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

370単位 423単位 479単位 533単位 588単位 

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

658単位 777単位 900単位 1,023単位 1,148単位 

個別機能訓練加算Ⅰロ 76単位 

入浴介助加算 40単位 

介護職員等処遇改善加算Ⅱ 90/1000単位/月 

科学的介護推進加算（LIFE加算）     40単位/月 



 
（２）その他の利用料金 
おむつ代 Pパンツ 1 枚 150円、パット 1 枚 50円・弁当代 700 円、おやつ代 100円、キャンセ
ル料 300円については、実費負担となります。 

（３）自己負担のある行事や活動に参加される場合は、負担額が発生する前にお知らせし、随時
実費負担をいただきます。 

（４）介護給付等の支給限度額を越える場合又は居宅サービス計画等で決められた内容を越え
るサービスが生じた場合は、超過分の料金は全額自己負担となります。 

 
※ 利用料及びその他の費用は、当月分を翌月内にお支払いいただきます。 

９ 事故発生時の対応について 
   利用者に対する指定通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、

利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 
   また、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行います。 
 
１０苦情や相談の受付 
（１）当事業所における苦情及び相談は以下の窓口で受け付けます。 
    苦情窓口担当者  生活相談員  0 2 9 - 2 1 9 - 4 3 3 0・ 0 8 0 - 4 8 3 3 - 1 8 5 1  
    受付時間：月曜日から水曜日・金曜日から土曜日の 9時から 18時となります。 

(但し、12月 30日から 1月 3日までを除く)  
（２）その他サービス提供に関する苦情及び相談窓口 
    東海村役場  保険課    0 2 9 - 2 8 2 - 1 7 1 1  

受付時間：月曜日から金曜日までの８時３０分から１７時１５分まで。 
    日立市役所   介護保険課    0 2 9 4 - 2 2 - 3 1 1 1  

受付時間：月曜日から金曜日までの８時３０分から１７時１５分まで。 
那珂市役所  介護長寿課    0 2 9 - 2 9 8 - 1 1 1 1  
受付時間：月曜日から金曜日までの８時３０分から１７時１５分まで。 

  常陸太田市  高齢福祉課    0 2 9 4 - 7 2 - 3 1 1 1  
受付時間：月曜日から金曜日までの８時３０分から１７時１５分まで。 

  ひたちなか市 介護保険課    0 2 9 - 2 7 3 - 0 1 1 1  
受付時間：月曜日から金曜日までの８時３０分から１７時１５分まで。 

  茨城県国民健康団体連合会 介護保険課   0 2 9 - 3 0 1 - 1 5 6 2  
受付時間：月曜日から金曜日までの８時３０分から１７時１５分まで。 

 
（３）第三者による評価の実施状況 
  １ なし 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



指定通所介護・指定第１号通所事業 運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 株式会社アルティーが開設する、らいおんハートリハビリ温泉デイサービス東海村 

（以下「事業所」という。）が行う指定通所介護・指定第１号通所事業（以下「指定通所介護

等」という。）の適正な運営を確保する為に、人員及び管理運営に関する事項を定め、指定

通所介護等の介護職員その他の従事者（以下「介護職員等」という。）が、要介護者、要支

援者及び事業対象者（以下「要介護者等」という。）に対し、適正な指定通所介護等を提供

する事を目的とする。 

 

（運営方針） 

第２条 運営規定は、次に掲げる所によるものとする。 

  一 指定通所介護等は、利用者の代介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、その

目的を設定し、計画的に行うものとする。 

  二 事業者自らその提供する指定通所介護等の質の評価を行い、常にその改善を図るもの

とする。 

  三 指定通所介護等の提供に当たっては、通所介護計画に基づき、利用者の機能訓練及びそ

のものが日常生活を営むことが出来るよう必要な援助を行う。 

  四 指定通所介護等の提供に当たる従業者は、指定通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧

に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスン提供方法等について、理

解しやすいように説明を行う。 

  五 指定通所介護等の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術を持っ

てサービスの提供を行う。 

  六 指定通所介護等は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指

導、機能訓練その他必要なサービスを利用の希望に添って適切に提供する。特に、認知

症の状態にある利用者に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供が

できる体制を整える。 

 

  （虐待の防止のための措置に関する事項） 

第３条 

事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、次の措置を講ずるものとする。 

一 虐待防止に関する責任者の選定及び設置。責任者は管理者とする。 

二 成年後見制度の利用支援 

三 苦情解決体制の整備 

四 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施。 

五 虐待防止のための対策を検討する虐待防止委員会の設置及び委員会での検討結果につ

いての従業者への周知徹底 

  

（事業の名称） 

第４条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、以下の通りとする。 

一 名称  らいおんハートリハビリ温泉デイサービス東海村 

  二 所在地 那珂郡東海村石神外宿 2509-11 

  

（職員の職種、員数及び職務内容） 

 第５条 事業所における職員の職種，員数及び職務の内容は以下の通りとする。 

一 管理者 １名 

     管理者は、事業所の従業員の管理及び指定通所介護等の利用の申し込みに係る調整、 



業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に行う。 

  二 生活相談員 １名以上 

     管理者をサポートすると共に、利用計画及び日課プログラムの調整にあたる。 

  三 介護職員 ３名以上（月曜日から水曜日、金曜日から土曜日） 

     介護職員は、指定通所介護等の提供にあたり、日常生活の支援、送迎等の支援を行う。 

  四 機能訓練指導員 １名以上 

     機能訓練指導員は、利用者の機能訓練の提供にあたる。 

  五 看護職員 １名以上 

     看護職員は、利用者の健康管理及び保健衛生にあたる。 

  

（営業日及び営業時間） 

第６条 事業所の営業日及び営業時間は以下の通りとする。 

 一 営業日 月曜日から水曜日、金曜日から土曜日とする。 

但し、12月 30日から 1月 3日までを除く。 

 二 営業時間 8時 30分から 17時 30分まで。 

サービス提供時間は、9時 30分から 16:30の間とする 

 

（指定通所介護等の内容） 

第７条 指定通所介護等の内容は以下の通りとする。 

一 自宅からの送迎（サービス利用単位に含む） 

二 健康状態の確認 

三 給食サービス（配食業者による配食） 

四 リハビリテーション（機能訓練・マッサージ・日常動作訓練） 

五 集団療法（レクリエーション・ユニットケア） 

六 生活指導（相談援助等） 

七 介護サービス（移動や排泄の介助、見守り等のサービス） 

八 介護方法の指導（家族介護者教室） 

九 入浴サービス 

  

（利用料等） 

第８条 指定通所介護等を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣又は保険者が定める 

基準の額とし、当該指定通所介護等が法定代理受領サービスであるときは、利用者から本人

負担分の支払いを１割，２割又は３割の額とする。 

一 弁当代に掛かる費用については、700円、おやつ代 100円の実費負担とする。 

二 おむつ代（リハパンツ 1枚 150円・パット１枚 50円）については、実費負担とする。 

三 その他のサービスについては、介護保険範囲外の必要材料費のみ実費負担とする。 

四 前三号の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して、事前に文書で

説明した上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名捺印）を受けることとする。 

  

（利用定員） 

第９条 利用定員は、３０人（月曜日から水曜日、金曜日から土曜日）を上限とする。 

  

（通常の事業の実施地域） 
第１０条 日立市鮎川町・石名坂町・大久保町・大沼町・大みか町・大和田町・金沢町・河子 

町・神田町・下土木内町・多賀町・台原町・留町・中丸町・塙山町・東大沼町・東多賀町・ 
みかの原町・水木町・みなと町・南高野町・茂宮町・森山町、那珂郡東海村、常陸太田市新 
宿町・栗原町・磯部町・稲木町・内田町・大平町・大森町・岡田町・小沢町・落合町・小目 
町・堅磐町・金井町・上土木内町・亀作町・木崎一町・木崎二町・寿町・栄町・沢目町・三 
才町・中城町・西一町・西二町・西三町・西宮町・幡町・塙町・東一町・東三町・東二町・ 
宮本町・真弓町、那珂市本米崎・額田、ひたちなか市稲田・佐和・足崎とする。 



  

（緊急時における対応方法） 

第１１条 介護職員等は、指定通所介護等を実施中に利用者の病状に急変、その他緊急事態 

が生じた時には、速やかに主治医に連絡を取ると共に、管理者に報告しなければならない。 

 

（サービス利用の留意事項） 

第１２条 指定通所介護等の利用者への留意事項は次の通りとする。 

一 発熱等の健康上の問題については、予めスタッフに伝えて下さい。 

二 通所介護を休まれる時には、遅くても当日８時までに電話等にて連絡して下さい。 

三 当事業所は、支払い以外の金銭、飲食物等の持込を禁止させて頂いています。また、利

用者間のやり取りもご遠慮願います。規約を守らずトラブルが発生した場合、その責を負

いません。 

  

（非常災害対策） 

第１３条 管理者は、非常災害に備え防災計画を立て、定期的に非難・救出訓練を実施するも 

のとする。 

２ 特に火災の防止にあたっては、防火管理者を置き、消火用設備等の自主点検及び自衛消防

訓練等を実施するものとする。 

  

  （虐待の防止のための措置に関する事項） 

 第１４条 事業者は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。 

  一 責任者の選定（責任者：管理者） 

  二 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施（年２回） 

  三 虐待等に対する相談窓口の設置 

  四 その他虐待防止のために必要な措置 

 ２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は擁護者（利用者の家族等高齢者を現

に擁護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これ

を市町村に通報するものとする。 

 

（身体拘束等の禁止） 

 第１５条 

一 事業者は、サービスの提供にあたっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下、「身体

拘束等」という。）を行わないものとする。 

二 事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の新

進の状況並びに緊急やむを得ない理由をその他必要な事項を記録するものとする。 

三 事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次の措置を講ずるものとする。 

（１）身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の設置及び委員会での検討結果につ 

いて従業者への周知徹底 

（２）身体拘束等の適正化のための指針の整備 

（３）従業者に対する身体拘束等の適正化のための研修の実施 

 

（感染症及び食中毒の発生・まん延防止のための対策） 

第１６条 

事業所は、事業所内において感染症または食中毒は発生し、又はまん延しないよう、次の各号の

掲げる措置を講じるものとする。 

（１） 事業所において、及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ



電話装置等の活用可）を低規定に開催するとともに、その結果について従事者へ周知徹底を図る。 

（２）事業所において、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のために指針を整備する。 

（３）従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに訓練を定期的

に実施する。 

 

（業務継続計画の作成） 

第１７条 

一 事業所は感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護事業所の提供

を継続的に実施するため、また非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下 「業務

継続計画」という。）を策定し、当該病継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。 

二 事業所は、従業者に対し、業務計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施しなければならない。 

三 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うも

のとする。 

 

（安全計画の策定等について） 

第１８条 

一 事業所は、利用者の安全の確保を図るため、事業所ごとに、当該事業所の設備の安全点検、従

業者、利用者等に対する事業所外での活動、取組等を含めた事業所での生活その他の日常生活に

おける安全に関する指導、従業者の研修及び訓練その他事業所における安全に関する事項につい

ての計画（以下 「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じる。 

二 事業者は、従業者に対し、安全改革について周知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的

に実施する。 

三 事業所は、利用者の安全の確保に関して通所給付決定者との連携が図れるよう、安全計画に基

づく取り組みの内容等について周知する。 

四 事業所は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行う。 

 

（ハラスメントに関する事項） 

第１９条 

一 事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、業務上必要かつ相当な範囲を超えた言

動により（以下ハラスメントという）、就業環境が害されることを防止するために方針の明確化等の必要

な措置を講ずる。 

（１）事業所は、あらゆるハラスメントを予防し、あるいは対処するために、委員会で決められた事項を

従業者に周知徹底を図る。 

（２）職場において行われるハラスメントに関し、雇用管理上講ずべき措置等についての指針を作成し、

就業規則に記す。 

 

（苦情解決） 

第２０条 

一 提供した利用者その他の当該利用者の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦

情を受け付けるための窓口を設置するものとする。 

二 提供した指定通所介護事業等に関し、法第 21 条の 5 の 21 の規定により茨城県知事又は市町



村長が行う報告若しくは、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令、又は当該職員からの

質問若しくは設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び利用者その他の当該利用者

の家族からの苦情に関して茨城県知事又は市町村長が行う調査に協力するとともに、茨城県知事又

は市町村長から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものと

する。 

三 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 83 条に規定する運営適正化委員会が同法第 85 条の

規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力するものとする。 

 

（その他運営についての重要事項） 

第２１条 事業所は、介護職員等の資質の向上を図る為の研修の機会を次の通り設ける。 

一 採用時研修 採用後３ヶ月以内 

二 継続研修  年２回 

三 従業者は、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を保持する。 

四 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を保持させる為、従業者でな

くなった後においても、これらの秘密を保持するべき旨を従業者との雇用契約の内容とする。 

五 機能訓練室利用の注意点として、必ず機能訓練指導員、介護職員の付き添いの下で利用す

る。機能訓練の途中でも体調に注意し、体調に変化があれば訓練を中止とする。 

六 訓練内容を増やす際には、機能訓練指導員、看護師と相談して決定する。 

七 この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は、株式会社アルティーと事業所の管

理者との協議に基づいて定めるものとする。 

八 事業者は、従業者、設備・備品及び会計に関する諸記録を整備することともに、当該記録

を完結の日から５年間保存するものとする。 

 

 

                      らいおんハートリハビリ温泉デイサービス東海村 
茨城県那珂郡東海村石神外宿 2509-11 

        TEL 029-219-4330 

           FAX 029-219-4331 

付則 

この規程は、平成 30年 3月 26日から施行する。 

この規程は、令和元年 10月 1日から施行する。 

この規程は、令和 2年 12月 1日から施行する。 

この規定は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

この規定は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

この規定は、令和 6年 6月 1日から施行する。 

この規定は、令和 8年 5月  1日から施行する。 

 

 


